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研究成果の概要（和文）：本研究は、わが国の「戦後補償裁判」において、裁判所が、原告の損

害賠償請求を「除斥期間」を理由に退ける判断を下す事例に対する疑問から始められたもので

あった。他方で、国際社会においては、重大な人権侵害の被害者は時効に従うべきではないと

の主張がなされ、こうした主張は、ユス・コーゲンス（強行規範）概念の発展に伴ってさらに

強められてきた。ギリシャ、イタリアの最高裁判決が、被告による主権免除、時効などの抗弁

を退けて、原告の損害賠償請求を認める画期的な判断を下すまでになったのである。 

 
研究成果の概要（英文）：In Japan’s so-called post-war compensation cases, many judgments 
have dismissed the victim’s claims based on the prescription. However, on the 
international stage, some has argued that claims relating to reparations for gross 
violations shall not be subject to a statute of limitations. This study finds that this 
kind of arguments have been reinforced with the development of the jus cogens norm on 
which the Greek and Italian Supreme Courts have rendered judgments to recognize the 
victim’s claims for compensation by dismissing the defendant’s pleads based on state 
immunity or prescription.  
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１．研究開始当初の背景 
 わが国の、いわゆる「戦後補償裁判」にお
いて、かつて、個人の損賠賠償請求権は、国
内法上の除斥期間を理由の一つに退けられ

る判決が多く見られた。それに対して、世界
の各地で重大な人権侵害事件が発生する中
で、国際法上、重大な人権侵害に関わる請求
権は時効に従うべきではないとの見解が繰



り返し示されるようになってきた。もっとも、
その理論的根拠が明確にされてきたとはい
えなかった。これらが、本研究を開始した当
初の背景である。 
 
２．研究の目的 
 国際法における時効、とりわけ国際法上、
訴権の時間的制限がいかなるものと考えら
れてきたかを一般的に考察し、その上で、さ
らに研究の焦点を、国連創設後の国際人権法、
国際人道法および国際刑事法の発展の文脈
の中で、加害者に対する時効不適用条約が採
択されたこと、他方で、被害者の救済を受け
る権利が発展しつつあることを背景にした
時効の問題に当てる。そのためには、広く、
国際法上の消滅時効に関連する国内・国際判
例の検討を行い、その上で、国際人権法、国
際人道法および国際刑事法の分野における
時効に関する判例・学説の検討を行う。とり
わけ、国連において、本研究目的に関する
様々の報告書が提出され、決議が採択されて
きたことから、国連（人権理事会（委員会）
なども含む）における議論を検討する。こう
して、現在に至るまでの被害者救済という観
点からの消滅時効をめぐる理論状況、判例状
況、国連における議論状況が明らからにされ
ることが期待される。 
 
３．研究の方法 
（１）国際法上の消滅時効に関する学説・
判例の検討 

国際法上の消滅時効に関する学説・判例
の検討を行う。そのため、文献収集を行い
つつ、その分析を行う。Hobér, Extinctive 
Prescription and Applicable Law in 
Interstate Arbitration(2001)は、おそらく
国際法上の消滅時効に関する最初のすぐれた
体系書であり、同書において引用されている
諸文献を収集し、検討することが必要になろ
う。また、国際司法裁判所のアンバティエロ
ス事件判決も大いに参考なると思われるので、
同判決の詳細な検討が必要と考える。さらに、
国内における資料調査を行う。もっとも、
Hobérの著書は、２００１年に出版されたもの
であるが、「ユス・コーゲンスと時効」に関
して、戦争犯罪、人道に対する罪に関する若
干の言及はあるものの、本研究の中心的課題
である、国連を中心とする国際社会が、重大
な国際人権法、国際人道法違反の被害者の
救済についての活発な議論にほとんど言及
していない。 

  
（２）重大な国際人権法、国際人道法違反
の被害者の救済と時効に関する学説の検討 

そこで、本研究にとっては、Hobérがほと
んど扱っていない重大な国際人権法、国際人
道法違反の被害者の救済と時効に関する学

説の検討が必要になる。 
学説については、さしあたり、国連人権

小委員会に提出された「人権と基本的自由
の侵害を受けた被害者の原状回復、賠償お
よび更生を求める権利についての研究（フ
ァン・ボーベン最終報告書）」において引
用 さ れ た Lutz, “ After the elections: 
compensating victims of human rights 
abuses”,in New  Directions in Human Rights 
(ed. Lutz, Hunnum and Burke, 1989, 
pp.195-212)を手がかりに、同論文において引
用されている諸文献を収集し、検討すること
から始める。さらに、「ファン・ボーベン最
終報告書」そのもの、および「武力紛争時
における組織的強姦、性奴隷及び奴隷類似
慣行（マクドゥーガル報告書）」の内容、
それらの採択過程での人権小委員会におけ
る議論状況なども改めて検討する。 
 
（３）重大な国際人権法、国際人道法違の
被害者の救済と時効に関する判例の検討 
本研究においては、わが国のおびただしい

数の戦後補償裁判判決の検討がまず必要で
あると同時に、近年、戦後補償に関して注
目されている外国の国内裁判所の判例の検
討も当然必要である。近年、とくにギリシ
ャのディストモ事件およびイタリアのフェ
リーニ事件・チビラッテ事件判決が注目さ
れている。２００８年１０月２１日、イタ
リア破棄院（最高裁）が下したチビラッテ
事件判決は画期的である。 
これらにおいて、ユス・コーゲンスと主権

免除の関係が中心的な争点であったが、被
告ドイツによる時効の抗弁は認められなか
ったと思われることから、本研究にとって
参考になると思われる。これらの事例の資
料収集および聞き取り調査をギリシャおよ
びイタリアで行う。その他、外国の裁判例
およびわが国の裁判例をも合わせて検討・
分析を行い、さらに、国内における資料調査
を行う。 
 
４．研究成果 
（１）研究の主な成果 
①学説・判例の検討 
 第２次世界大戦以前、国際法の文献におい
て、消滅時効の問題は、仲裁裁判判例の分析
の中で、あるいは戦争の効果との関連などで
論じられてきた。しかしながら、戦後の文献
においては、少なくとも国際法の教科書にお
いては、きわめてわずかしか言及がなされて
いない。その中でも、国際法の代表的な教科
書の一つである、英国の Brownlieのそれは、
条約法を別として、ユス・コーゲンス規則の
ような規範の内容は、抗議、承認、および黙
認とは無関係であり、「時効は、この種の違
法性を取り除かない」と述べていることが注



目される。そうした規則には、戦争犯罪、人
道に対する罪が関連すると思われる。こうし
た考えが、一方では、加害者に関して、時効
不適用条約の採択に導き、他方で被害者の救
済の権利の主張につながってきたといえよ
う。 

判例については、１９５３年５月１９日、
アンバティエロス事件本案に関して、国際司
法裁判所が下した判決が、国際法上の「出訴
期間」に関して、大きく影響したといえよう。
裁判所は、ギリシャによる本件請求の国際司
法裁判所への提訴には「不当な遅滞」があっ
たというイギリスの抗弁について、主に、一
般国際法上、出訴期間を定める規則は存在し
ないとの理由で退けたことが注目される。 
 
②わが国の判例の動向 

これまでに、わが国の「戦後補償裁判」を
丹念に追ってきたが、２００７年４月２７日
、「西松事件」最高裁第二小法廷判決は、中
国「国民」の「請求権」に関する最高裁の判
断を示したものであり、その他の関連する裁
判にも決定的な影響を及ぼすものと思われる
。同判決において、最高裁は、「サンフラン
シスコ条約枠組み論」を展開して、「請求権
の『放棄』とは、請求権を実体的に消滅させ
ることまでを意味するのではなく、当該請求
権に基づいて裁判上訴求する権能を失わせる
にとどまる」と判示した。ここからは、少な
くとも本件の「請求権」に「消滅時効」は適
用されないと解されよう。 
 また、 ２００８年１０月３０日、自由権
規約委員会は、日本政府の提出した第５回報
告書を検討した後に、「慰安婦」に関して、
以下の最終所見を表明したことが注目され
る。 
 「委員会は、以下の点、すなわち、締約国
が第2次世界大戦中の『慰安婦』制度に関し
て未だにその責任を認めていないこと、加害
者が訴追されていないこと、被害者に支払わ
れた補償は公的な基金というよりむしろ民
間基金によってまかなわれたものであり、か
つ不十分であること、ほとんどの教科書が
「慰安婦」問題には触れていないこと、及び
何人かの政治家及びマスメディアは、被害者
の名誉を傷つけあるいは事実を否定し続け
ていることに関して懸念を有する。 締約国
は、法的責任を認め、かつ『慰安婦』制度に
関して大多数の被害者が受け容れ可能な方
法で率直に謝罪することによって彼女達の
尊厳を回復し、生存加害者を訴追し、すべて
の生存被害者に権利の問題として適切な賠
償をする即時のかつ実効的な措置を執り、当
該問題について学生および一般大衆を教育
し、被害者の名誉を傷つけ、あるいは事実を
否定するいかなる試みも論駁しおよび制裁
を課するべきである。」 

 
③国際社会の動向 
 周知のように、国連人権小委員会において
は、先のファン・ボーベン最終報告書、マク
ドゥーガル報告書が提出され、後者において、
奴隷制及び奴隷類似慣行の禁止は、慣習国際
法の強行規範またはユス・コーゲンスの地位
を獲得した最初の禁止の一つと位置づけた。
こうした主張は益々支持を集めて、 
ギリシャのディストモ事件およびイタリア
のフェリーニ事件・チビラッテ事件判決に
つながってきたと見ることができよう。 
２００８年１０月２１日、イタリア破毀院

は、第二次世界大戦中にナチス占領下のイ
タリアで起きた住民虐殺事件、いわゆるチ
ビラッテ事件において、ドイツによる主権
免除、時効などの抗弁を退けて、ドイツ政
府に賠償金の支払いを命じるという画期的
な判決を下した。第２次世界大戦中の１９
４４年、イタリアのトスカーナ地方の町チ
ビラッテにおける、パルチザンによるドイ
ツ兵３名殺害の報復としての、女性、子ど
も、司祭ら２０３名に対する暴行・虐殺が
行われた（平頂山事件を髣髴させる）。こ
の住民虐殺事件をめぐって、イタリア破棄
院刑事第一法廷は、ドイツ政府に、原告２
名の犠牲者の遺族９名に総額１００万ユー
ロの賠償金支払いを命じ、また虐殺に加わ
った当時のドイツ人将校（ドイツ在住）の
終身刑を確定させたのである。こうして、
国際人権法および国際人道法の発展は、人
道に対する罪について「一国の司法が他国
の罪を問える」にまで至った。本判決は、
２００４年のフェリーニ事件判決をおおむ
ね踏襲したものである。なるほど、本件の
主たる争点は、主権免除であるが、「その
行為が国際犯罪を構成するような、人の自
由および尊厳の重大な侵害である場合には、
一定の制限に服する」と判示した。なお、
本件は、ドイツがイタリアを相手に国際司
法裁判所に提訴するに至った。今後のＩＣ
Ｊの判断がきわめて注目されよう。 
 
（２）得られた成果の国内外における位置づ
けとインパクト 
本研究の目的は、国際人権法、国際人道法

および国際刑事法の発展の中で、被害者の救
済の権利が次第に確立されつつあるとの認
識から、消滅時効の問題を考察することであ
った。とりわけ１９９０年代から、各国の国
内裁判所において、国際人権法、国際人道法
の重大な侵害の被害者による損害賠償請求
事件が提起され、わが国、ギリシャ、イタリ
アにおけるいくつかの判決は、加害者側の
「時効」「主権免除」などの抗弁を退け、被
害者の主張を認める判決を下したことが注
目される。 



こうして、いわゆる「戦後補償裁判」にお
いては、「時効」の壁はほぼなくなった、す
なわち、訴訟を提起する時間的制限（消滅時
効）はもはや問題とはならない、といえるか
もしれない点で、本研究により得られた成果
は意義があると思われる。他方で「主権免除」、
平和条約における「請求権」条項という別の
大きな壁が、依然として立ちはだかっている
ことも確かである。 
 
（３）今後の展望 

本研究のこれまでの成果から、国際法上の
消滅時効に関しても、国際法の発展、すなわ
ち、国際人権法および国際人道法の重大な違
反がユス・コーゲンス（強行規範）として位
置づけられるとの認識の高まりの過程が密
接に関連していると思われる。この点をさら
に深めた研究が求められよう。 
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